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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第27期
第３四半期
連結累計期間

第28期
第３四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自 平成24年３月１日
至 平成24年11月30日

自 平成25年３月１日
至 平成25年11月30日

自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日

営業収益 (千円) 1,311,650 1,122,315 1,638,498

経常損失（△） (千円) △509,207 △684,364 △224,682

四半期(当期)純損失（△） (千円) △527,409 △721,247 △328,979

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △523,662 △749,589 △335,439

純資産額 (千円) △393,518 △925,363 △175,746

総資産額 (千円) 15,942,916 18,985,474 17,320,129

１株当たり四半期(当期)純損失
金額（△）

(円) △26.66 △32.28 △16.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) △2.5 △4.9 △1.0
 

　

回次
第27期
第３四半期
連結会計期間

第28期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日

自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日

１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) △6.08 △6.08
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 営業収益には、税込処理を採用している一部の子会社を除き消費税等は含まれておりません。

３ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため、第27期及び第28期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

（不動産分譲事業）

第１四半期連結会計期間より、井上投資株式会社の株式を全て譲渡したため、連結の範囲から除外し

ております。

　

この結果、平成25年11月30日現在では、当社グループは、当社、子会社２社、非連結子会社１社及び関

連会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いての重要な変更はありません。なお、事業等のリスクの将来に関する事項については、当四半期連結会

計期間の末日現在において判断したものであります。

　
（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社グループは、前連結会計年度において507,601千円の営業損失、328,979千円の当期純損失を計

上したことから、175,746千円の債務超過の状態となりました。更には当第３四半期連結累計期間に

おいても365,050千円の営業損失、721,247千円の四半期純損失を計上したことから債務超過の状態は

925,363千円と悪化いたしました。また、金融機関等からの借入に関し、当第３四半期連結会計期間

末において、期限延長の手続きを完了しておらず、元金弁済及び利息の支払いを延滞しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州諸国の財政問題や中国の景気停滞等、海外景

気の下振れを不安視する動きも見受けられるものの、日本政府による経済政策及び大胆な金融政策等へ

の期待から、円安が進行し、企業業績の回復や株価上昇等、景気回復へ向けて緩やかな回復基調となり

ました。

不動産業界におきましては、不動産価格が持ち直しつつあり、新設住宅着工件数が前年対比で増加し

堅調な動きを見せおりますが、広く地方まで普及するには時間がかかるものと思われます。

このような状況下、当社グループは、不動産売買仲介、たな卸不動産の売却、中国における分譲マン

ション等の契約活動、賃貸管理物件の入居率改善、営繕工事獲得等に注力いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間におきましては、営業収益は11億２千２百万円（前年同四半期

比14.4％減）、営業損失は３億６千５百万円（前第３四半期連結累計期間は３億５千万円の営業損

失）、経常損失は６億８千４百万円（前第３四半期連結累計期間は５億９百万円の経常損失）、四半期

純損失は７億２千１百万円（前第３四半期連結累計期間は５億２千７百万円の四半期純損失）となりま

した。
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セグメントの業績は、次のとおりであります。

①  不動産分譲事業

当社グループでは、不動産売買仲介、たな卸不動産の売却、中国における分譲マンション等の契約

活動に注力いたしました。不動産売買仲介は堅調に推移しておりますが、一部のたな卸不動産を簿価

を下回る価格で売却いたしました。なお、中国で展開する分譲マンション等の複合施設の契約状況に

つきましては平成25年11月末時点で1,332戸（全2,197戸）となっております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は３億８千７百万円（前年同四半期比33.9％

減）、営業損失は４億１千４百万円（前第３四半期連結累計期間は３億４千万円の営業損失）となり

ました。

②  不動産賃貸管理事業

当社グループでは、賃貸仲介斡旋、新規管理物件の獲得、営繕工事の獲得を中心とした営業活動に

注力いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は７億３千５百万円（前年同四半期比1.2％増）、

営業利益は２億４千４百万円（前年同四半期比11.7％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①  流動資産

当第３四半期連結累計期間末における流動資産は158億９千４百万円となり、前連結会計年度末に

比べて17億１千５百万円増加しました。たな卸資産の増加11億５千７百万円が主な要因であります。

②  固定資産

当第３四半期連結累計期間末における固定資産は30億９千万円となり、前連結会計年度末に比べて

４千９百万円減少しました。建物及び構築物の減少４千２百万円が主な要因であります。

③  流動負債

当第３四半期連結累計期間末における流動負債は182億６千８百万円となり、前連結会計年度末に

比べて15億９百万円増加しました。前受金の増加14億８千７百万円が主な要因であります。

④  固定負債

当第３四半期連結累計期間末における固定負債は16億４千１百万円となり、前連結会計年度末に比

べて９億５百万円増加しました。長期借入金の増加９億１百万円が主な要因であります。

⑤  純資産

当第３四半期連結累計期間末における純資産は合計△９億２千５百万円となり、前連結会計年度末

に比べて７億４千９百万円減少しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間末の総資産は189億８千５百万円となり、前連結会計年度末

に比べて16億６千５百万円増加しました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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(4) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、また

は改善するための対応策

当社グループは、前連結会計年度において507,601千円の営業損失、328,979千円の当期純損失を計

上したことから、175,746千円の債務超過の状態となりました。更には当第３四半期連結累計期間に

おいても365,050千円の営業損失、721,247千円の四半期純損失を計上したことから債務超過の状態は

925,363千円と悪化いたしました。また、金融機関等からの借入に関し、当第３四半期連結会計期間

末において、期限延長の手続きを完了しておらず、元金弁済及び利息の支払いを延滞しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。

当社グループは、これらの状況を早急に解消するため、以下の施策を実施しております。

　
①たな卸資産の売却による金融負債の圧縮について

当社が保有するたな卸資産の売却を進め、当該売却により合計345,786千円を金融機関へ返済いた

しました。今後も引き続き不稼動となっているたな卸不動産を中心に売却を進め、金融負債を圧縮し

てまいります。

　
②資金繰り、債務超過について

運転資金の確保及び特別利益の計上による債務超過額の減少を見込んで、中国連結子会社を売却い

たしました。なお、債務超過解消に向けては、資本政策の実行が不可欠な状況であり、実現に向けて

努力してまいります。

 また、金融機関等からの借入に関し、元金弁済及び利息の支払いを延滞しておりますが、事前に金

融機関等に対して状況説明を行った上で実行しております。なお、前述の資金確保及び資本政策実施

後に各金融機関等と期限延長及び利息等の支払いについて協議する予定であります。

　

③事業強化について

再生再販事業は前述の資金繰りによって事業資金を確保した上で事業展開を図る予定です。また、

戸建住宅事業はリスクの少ない代理販売を開始いたしました。

　
当社グループは、引き続き、たな卸資産の売却による金融負債の圧縮、安定収益の見込める賃貸管

理部門の強化、収益率の高い不動産仲介部門の強化、不動産の再生再販事業の積極的推進等を通じ

て、収益力を上げていく予定です。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 59,100,000

第１種優先株式 29,550,000

計 59,100,000
 

(注) 当社の発行可能種類株式総数は、それぞれ普通株式59,100,000株、第１種優先株式29,550,000株であり、合計

では88,650,000株となりますが、発行可能株式総数は59,100,000株とする旨定款に規定しております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年１月10
日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,347,598 22,347,598
東京証券取引所
市場第２部

単元株式数は100株で
あります。

計 22,347,598 22,347,598 ― ―
 

(注) 提出日現在において第１種優先株式は発行しておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年９月１日～
平成25年11月30日

― 22,347,598 ― 7,846,738 ― 3,366,877
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年８月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年８月31日現在

区  分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 3,200

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,330,600
 

 

223,306 ―

単元未満株式 普通株式 13,798
 

 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 22,347,598 ― ―

総株主の議決権 ― 223,306 ―
 　
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権25個）

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成25年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社原弘産

山口県下関市幡生宮の下
町26番１号

3,200 ─ 3,200 0.01

計 ― 3,200 ─ 3,200 0.01
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(賃貸事業グループ
シニアマネージャー)

取締役
(賃貸管理グループ
マネージャー)

藤永 誠悟 平成25年６月３日

取締役
(総務・経理グループ
シニアマネージャー)

取締役
(財務・経営企画グループ
シニアマネージャー)

樋口 清 平成25年６月３日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年９月１

日から平成25年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年３月１日から平成25年11月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人元和による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 376,205 249,349

受取手形及び営業未収入金 16,740 5,844

有価証券 7,408 －

たな卸資産 13,249,582 14,406,607

短期貸付金 71,650 44,200

その他 524,172 1,230,882

貸倒引当金 △66,013 △41,978

流動資産合計 14,179,746 15,894,905

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,346,702 2,345,792

減価償却累計額 △630,680 △672,668

建物及び構築物（純額） 1,716,021 1,673,123

機械装置及び運搬具 46,051 49,141

減価償却累計額 △33,984 △38,830

機械装置及び運搬具（純額） 12,066 10,310

土地 1,337,300 1,337,300

その他 67,220 68,549

減価償却累計額 △62,192 △63,268

その他（純額） 5,027 5,281

有形固定資産合計 3,070,417 3,026,016

無形固定資産

その他 9,240 7,985

無形固定資産合計 9,240 7,985

投資その他の資産

投資有価証券 7,157 3,157

その他 926,461 371,233

貸倒引当金 △872,893 △317,824

投資その他の資産合計 60,725 56,566

固定資産合計 3,140,383 3,090,568

資産合計 17,320,129 18,985,474
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,483,600 1,656,877

短期借入金 8,585,042 7,777,449

1年内返済予定の長期借入金 48,084 267,267

未払法人税等 283,346 269,411

前受金 5,889,954 7,377,800

賞与引当金 4,460 9,002

その他 464,761 911,109

流動負債合計 16,759,249 18,268,918

固定負債

長期借入金 567,900 1,469,486

退職給付引当金 20,766 22,111

その他 147,959 150,321

固定負債合計 736,627 1,641,918

負債合計 17,495,876 19,910,837

純資産の部

株主資本

資本金 7,846,738 7,846,738

資本剰余金 3,567,376 3,567,376

利益剰余金 △11,469,793 △12,191,041

自己株式 △1,951 △1,979

株主資本合計 △57,630 △778,905

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △118,115 △146,457

その他の包括利益累計額合計 △118,115 △146,457

純資産合計 △175,746 △925,363

負債純資産合計 17,320,129 18,985,474
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年11月30日)

営業収益 1,311,650 1,122,315

営業原価 1,240,462 1,136,801

営業総利益又は営業総損失（△） 71,187 △14,485

販売費及び一般管理費 421,994 350,565

営業損失（△） △350,806 △365,050

営業外収益

受取利息 3,630 8,367

受取配当金 44 44

為替差益 781 5,927

貸倒引当金戻入額 59,093 －

持分法による投資利益 1,000 1,000

その他 19,064 3,867

営業外収益合計 83,615 19,207

営業外費用

支払利息 149,771 319,612

契約違約金 88,449 －

その他 3,795 18,909

営業外費用合計 242,015 338,521

経常損失（△） △509,207 △684,364

特別利益

固定資産売却益 － 8

投資有価証券売却益 1,054 999

関係会社売却益 － 30,948

債務免除益 － 17,355

特別利益合計 1,054 49,313

特別損失

固定資産売却損 171 －

固定資産除却損 － 575

投資有価証券売却損 200 －

和解費用引当金繰入額 － 57,838

特別損失合計 371 58,414

税金等調整前四半期純損失（△） △508,524 △693,465

法人税、住民税及び事業税 18,885 27,781

法人税等調整額 － －

法人税等合計 18,885 27,781

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △527,409 △721,247

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △527,409 △721,247
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △527,409 △721,247

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 714 －

為替換算調整勘定 3,032 △28,341

その他の包括利益合計 3,747 △28,341

四半期包括利益 △523,662 △749,589

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △523,662 △749,589

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日)

当社グループは、前連結会計年度において507,601千円の営業損失、328,979千円の当期純損失を計

上したことから、175,746千円の債務超過の状態となりました。更には当第３四半期連結累計期間に

おいても365,050千円の営業損失、721,247千円の四半期純損失を計上したことから債務超過の状態は

925,363千円と悪化いたしました。また、金融機関等からの借入に関し、当第３四半期連結会計期間

末において、期限延長の手続きを完了しておらず、元金弁済及び利息の支払いを延滞しております。

これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。

当社グループは、これらの状況を早急に解消するため、以下の施策を実施しております。

　
①たな卸資産の売却による金融負債の圧縮について

当社が保有するたな卸資産の売却を進め、当該売却により合計345,786千円を金融機関へ返済いた

しました。今後も引き続き不稼動となっているたな卸不動産を中心に売却を進め、金融負債を圧縮し

てまいります。

　
②資金繰り、債務超過について

運転資金の確保及び特別利益の計上による債務超過額の減少を見込んで、中国連結子会社を売却い

たしました。なお、債務超過解消に向けては、資本政策の実行が不可欠な状況であり、実現に向けて

努力してまいります。

 また、金融機関等からの借入に関し、元金弁済及び利息の支払いを延滞しておりますが、事前に金

融機関等に対して状況説明を行った上で実行しております。なお、前述の資金確保及び資本政策実施

後に各金融機関等と期限延長及び利息等の支払いについて協議する予定であります。

　

③事業強化について

再生再販事業は前述の資金繰りによって事業資金を確保した上で事業展開を図る予定です。また、

戸建住宅事業はリスクの少ない代理販売を開始いたしました。

　

しかし、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日）

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間より、井上投資株式会社の株式を全て譲渡したため連結の範囲から除外しております。
 

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年３月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

 これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損

失に与える影響は軽微であります。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

   該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

 １ 偶発債務

 保証債務

被保証者  保証金額

医療法人徳裕会  539,031千円
 

  金融機関からの借入に対する保証であります。

 １ 偶発債務

 保証債務

被保証者  保証金額

医療法人徳裕会  490,998千円
 

  金融機関からの借入に対する保証であります。

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

      該当事項はありません。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年11月30日)

減価償却費 53,234千円 50,999千円

のれんの償却額 2,682千円 ―
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において、転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により、

資本金が50,550千円、資本準備金が50,550千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が

7,831,963千円、資本剰余金が3,552,625千円となっております。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

不動産
分譲事業

不動産賃貸
管理事業

営業収益      

 外部顧客への営業収益 585,522 726,127 1,311,650 ― 1,311,650

 セグメント間の内部営業収
 益又は振替高

― ― ― ― ―

計 585,522 726,127 1,311,650 ― 1,311,650

セグメント利益又は損失(△) △340,122 218,835 △121,286 △229,520 △350,806
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△229,520千円は各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

不動産
分譲事業

不動産賃貸
管理事業

営業収益      

 外部顧客への営業収益 387,288 735,027 1,122,315 ― 1,122,315

 セグメント間の内部営業収
 益又は振替高

― ― ― ― ―

計 387,288 735,027 1,122,315 ― 1,122,315

セグメント利益又は損失(△) △414,233 244,394 △169,838 △195,211 △365,050
 

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額195,211千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
至 平成25年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 26円66銭 32円28銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(千円) 527,409 721,247

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 527,409 721,247

普通株式の期中平均株式数(株) 19,784,446 22,344,361

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

平成25年12月12日開催の取締役会において、以下のとおり、湖南原弘産房地産開発有限公司の全株式

を譲渡（以下「当該譲渡」という）することについて決議し、12月17日に持分譲渡契約を締結いたしま

した。

　

１．株式譲渡の理由

当社連結子会社である湖南原弘産房地産開発有限公司（以下「中国子会社」という）は、中国湖南省

湘潭市において分譲マンション等の建設・販売を主たる事業として行ってまいりました。現在、現地で

は第２弾となる分譲マンション・商業施設の複合施設が竣工し、その引き渡し活動に注力しております

が、平成25年11月末現在で全2,197戸中1,332戸の契約実績にとどまり、そのすべてを売却するにはまだ

まだ時間を要する状況であります。

　当社グループは、平成25年２月期において債務超過となっており、平成26年２月期末までに当該状況

を解消するため、中国子会社の業績寄与を計画しておりました。しかしながら、中国国内の景気の減速

に加えて金融引締めの影響により、不動産販売市場における環境は昨年以降厳しい状況が続いておりま

す。そのため、引き渡し時期が伸び、契約が想定以上に進捗していないのが実情です。

　このような状況の中、同地区で不動産業を営む湘潭新都房地産開発有限公司より、中国子会社の譲渡

提案がなされたため、同社と交渉を続けてまいりました。当社といたしましては、現在の財務状況及び

今後の事業展開による収益基盤の安定化等について、慎重に検討した結果、当該譲渡を行うことによる

特別利益の計上で債務超過の額が減少すること、及び当社の資金繰りの改善に寄与し、運転資金を確保

できるとの判断から、当該譲渡を決定いたしました。

　
２．譲渡する相手会社の名称

湘潭新都房地産開発有限公司

　

３．譲渡する会社の名称、事業内容

(1) 名　　称　　　湖南原弘産房地産開発有限公司

(2) 事業内容　　　不動産業

　

４．譲渡契約日

平成25年12月17日

　

５．譲渡株式数、譲渡金額及び譲渡前後の所有株式の状況

(1) 譲渡株式数　　44,000,000株

(2) 譲渡金額　　　10,000,000人民元

(3) 所有株式　　　異動前　44,000,000株（所有割合：100.0％）

　　　　　　　　　異動後　　　　　 0株（所有割合：0.0％）

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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監 査 法 人 元 和

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    星 山 和 彦   ㊞

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    山 野 井 俊 明   ㊞

指定社員
業務執行社員

 公認会計士    中 川 俊 介   ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成26年１月10日
株 式 会 社 原 弘 産

取 締 役 会 御 中
　

 

 

 

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社原弘産の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平
成25年９月１日から平成25年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年
11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四
半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社原弘産及び連結子会社の平成25年
11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において507,601千円の
営業損失、328,979千円の当期純損失を計上し、当第３四半期連結累計期間においても365,050千円の営
業損失、721,247千円の四半期純損失を計上したことから、債務超過の状態は925,363千円と悪化してい
る。また、金融機関等からの借入に関し、元金弁済及び利息の支払いを延滞している。当該状況によ
り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ
る理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて
おり、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年12月12日開催の取締役会において、連結子
会社である湖南原弘産房地産開発有限公司の全株式を売却することを決議し、平成25年12月17日に当該
株式の売買契約を締結している。

　
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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